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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第115期
第３四半期
連結累計期間

第116期
第３四半期
連結累計期間

第115期

会計期間
自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日

自 平成28年５月１日
至 平成29年１月31日

自 平成27年５月１日
至 平成28年４月30日

売上高 (千円) 10,758,794 13,215,098 16,504,532

経常利益 (千円) 210,936 770,023 909,137

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 57,579 460,241 594,107

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 5,826 434,013 487,470

純資産額 (千円) 3,915,143 4,739,597 4,396,787

総資産額 (千円) 19,162,510 19,143,766 19,277,041

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 22.19 177.41 229.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.8 24.2 22.2
 

 

回次
第115期
第３四半期
連結会計期間

第116期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年11月１日
至 平成28年１月31日

自 平成28年11月１日
至 平成29年１月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) △35.83 44.55
 

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、英国のＥＵ離脱問題、中国を始めとする新興国の停滞や米国

の新政権への移行などにより為替や株価が乱高下しましたが、国内企業は、政府の経済政策や日銀の金融緩和もあ

り、設備投資や雇用環境に改善が見られ、緩やかな回復基調で推移しました。

当社グループ主力ユーザーの漁業関連業界におきましては、台風や爆弾低気圧発生等の異常気象による海況異変

や円高による水産物の輸出量の減少が懸念されることなど厳しい状況にありますが、前期に引き続き漁船漁業の水

揚げ及び経営環境は概ね安定しております。

このような状況のもと、当社グループの売上高は、北海道地区等の定置網部門や陸上用ネットの施工工事の受注

が順調であったため、前年同期と比べて増加しました。営業利益は、付加価値の高い定置網の売上高が増加したこ

とや生産効率の向上に継続的に取り組んでいること及び経費削減の努力により前年同期と比べて増加しました。営

業外損益では、持分法による投資利益を計上しましたが、ドル安により為替差損が発生しました。また、仕立作業

場の取壊しに伴う特別損失を計上しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は13,215百万円（前年同期比22.8％増）、営業利益は860百万円

（前年同期比152.2％増）、経常利益は770百万円（前年同期比265.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

460百万円（前年同期比699.3％増）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

[漁業関連事業]

売上高は10,985百万円（前年同期比22.3％増）となりました。主な要因は、前期に引き続き北海道地区等の定置

網部門や旋網部門の受注が好調だったことによるものです。利益面は、付加価値の高い定置網の売上高が増加した

ことにより、セグメント利益は755百万円（前年同期比122.2％増）となりました。

[陸上関連事業]

売上高は2,200百万円（前年同期比24.7％増）となりました。主な要因は、防球ネット等の施工工事が順調に推移

したこと及び産業用資材の受注が回復してきたことによるものです。利益面は、売上高が増加したことにより、セ

グメント利益は106百万円（前年同期は０百万円の利益）となりました。

　[その他]

前期に比べ産業用機械の受注が増加したこと等により、売上高は28百万円（前年同期比201.2％増）となりまし

た。利益面は、産業用機械の材料費の上昇により、セグメント損失は１百万円（前年同期は０百万円の利益）とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ133百万円減少し、19,143百万円となり

ました。その主な内容は以下のとおりであります。

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ250百万円減少し、13,476百万円となりました。これは、現金及び預金、た

な卸資産は増加しましたが、売上債権が減少したこと等によるものです。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ118百万円増加し、5,666百万円となりました。これは、土地を購入したこ

と等によるものです。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べ694百万円減少し、8,307百万円となりました。これは、仕入債務及び短期

借入金が減少したこと等によるものです。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ218百万円増加し、6,096百万円となりました。これは、長期借入金が増加

したこと等によるものです。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ342百万円増加し、4,739百万円となりました。これは、利益剰余金が増

加したこと等によるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は130百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,400,000

計 6,400,000
 

(注) 平成28年７月27日開催の第115回定時株主総会の決議により、平成28年11月１日付で株式併合に伴う定款変更を

実施しております。これにより、発行可能株式総数は57,600,000株減少し、6,400,000株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年３月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,605,000 2,605,000

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、100株であ
ります。

計 2,605,000 2,605,000 ― ―
 

(注)　平成28年７月27日開催の第115回定時株主総会決議により、平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株の割

合で株式併合及び1,000株を100株とする単元株式数の変更を実施しております。これにより発行済株式総数は

23,445,000株減少し、2,605,000株となっております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年11月１日～
平成29年１月31日

△23,445,000 2,605,000 ― 1,378,825 ― 510,292
 

(注)　平成28年７月27日開催の第115回定時株主総会決議により、平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株の割

合で株式併合を実施しております。これにより発行済株式総数は23,445,000株減少し、2,605,000株となってお

ります。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 108,000
 

―
株式内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,822,000
25,822 同上

単元未満株式
普通株式

120,000
― 同上

発行済株式総数
普通株式

26,050,000
― ―

総株主の議決権 ― 25,822 ―
 

 

(注)　１　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成28年10月31日)に基づく株主名簿による記載をして

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式215株が含まれております。

３　平成28年７月27日開催の第115回定時株主総会決議により、平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株

の割合で株式併合及び1,000株を100株とする単元株式数の変更を実施しております。これにより発行済株

式総数は23,445,000株減少し、2,605,000株となっております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日東製網株式会社

東京都港区新橋
二丁目20番15-701号

108,000 ― 108,000 0.41

計 ― 108,000 ― 108,000 0.41
 

(注)　平成28年７月27日開催の第115回定時株主総会決議により、平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株の割

合で株式併合及び1,000株を100株とする単元株式数の変更を実施しており、当第３四半期会計期間末日現在の

自己株式数は、単元未満株式の取得分と合わせて10,969株となっております。

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
経営管理本部本部長

取締役
経営管理本部本部長

杉森　和夫 平成28年８月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年11月１日から平成

29年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年５月１日から平成29年１月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 757,562 1,047,907

  受取手形及び売掛金 7,409,278 6,451,252

  商品及び製品 3,632,851 4,064,117

  仕掛品 779,078 739,267

  原材料及び貯蔵品 1,028,654 1,041,250

  繰延税金資産 93,730 43,910

  その他 325,156 384,956

  貸倒引当金 △299,792 △296,614

  流動資産合計 13,726,519 13,476,047

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 2,198,477 2,262,442

   その他（純額） 1,982,941 1,876,851

   有形固定資産合計 4,181,418 4,139,293

  無形固定資産 64,577 53,952

  投資その他の資産   

   長期営業債権 705,323 700,715

   その他 1,360,353 1,532,894

   貸倒引当金 △763,297 △760,336

   投資その他の資産合計 1,302,380 1,473,272

  固定資産合計 5,548,376 5,666,519

 繰延資産 2,144 1,199

 資産合計 19,277,041 19,143,766
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  3,801,533 ※2  3,351,763

  短期借入金 3,881,219 3,591,463

  1年内償還予定の社債 - 100,000

  賞与引当金 217,848 93,172

  その他 ※2  1,101,101 1,171,201

  流動負債合計 9,001,702 8,307,600

 固定負債   

  社債 200,000 100,000

  長期借入金 4,710,610 5,044,238

  長期未払金 98,921 85,462

  役員退職慰労引当金 142,554 161,223

  退職給付に係る負債 560,722 537,912

  繰延税金負債 158,581 163,993

  その他 7,159 3,737

  固定負債合計 5,878,550 6,096,568

 負債合計 14,880,253 14,404,169

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,378,825 1,378,825

  資本剰余金 510,292 510,292

  利益剰余金 2,531,035 2,900,477

  自己株式 △16,664 △17,067

  株主資本合計 4,403,489 4,772,527

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △8,373 56,948

  為替換算調整勘定 △125,122 △202,127

  その他の包括利益累計額合計 △133,496 △145,178

 非支配株主持分 126,794 112,248

 純資産合計 4,396,787 4,739,597

負債純資産合計 19,277,041 19,143,766
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年１月31日)

売上高 10,758,794 13,215,098

売上原価 8,404,845 10,250,852

売上総利益 2,353,949 2,964,245

販売費及び一般管理費 2,012,809 2,103,777

営業利益 341,140 860,467

営業外収益   

 受取利息 19,739 22,125

 受取配当金 8,301 8,455

 持分法による投資利益 - 23,110

 その他 59,739 63,461

 営業外収益合計 87,781 117,152

営業外費用   

 支払利息 102,869 84,729

 手形売却損 22,924 14,647

 持分法による投資損失 17,316 -

 為替差損 40,693 90,810

 その他 34,182 17,408

 営業外費用合計 217,985 207,596

経常利益 210,936 770,023

特別利益   

 固定資産売却益 3,102 608

 特別利益合計 3,102 608

特別損失   

 解体撤去費用 - 31,600

 固定資産売却損 7,100 -

 固定資産除却損 980 431

 減損損失 - 17,010

 その他 - 635

 特別損失合計 8,080 49,676

税金等調整前四半期純利益 205,958 720,955

法人税、住民税及び事業税 48,847 239,889

法人税等調整額 82,060 35,371

法人税等合計 130,907 275,261

四半期純利益 75,050 445,693

非支配株主に帰属する四半期純利益
又は非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

17,471 △14,547

親会社株主に帰属する四半期純利益 57,579 460,241
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
　至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年１月31日)

四半期純利益 75,050 445,693

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △31,407 65,323

 為替換算調整勘定 △37,816 △69,618

 持分法適用会社に対する持分相当額 - △7,386

 その他の包括利益合計 △69,223 △11,680

四半期包括利益 5,826 434,013

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △11,638 448,558

 非支配株主に係る四半期包括利益 17,465 △14,545
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日)

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 
 
(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。
 

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形割引高

 

 
前連結会計年度
(平成28年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

受取手形割引高 3,156,490千円 2,684,139千円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、一部の連結子会社の第３四半期末日が金融機関の休日であったため、当該四半期末日の満期手形が、四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成28年４月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年１月31日）

受取手形割引高 314,073千円 23,465千円

支払手形 296,529 42,736

その他（設備関係支払手形） 3,012 ―
 

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
至 平成29年１月31日)

減価償却費 336,686千円 365,375千円
 

 

 

EDINET提出書類

日東製網株式会社(E00578)

四半期報告書

13/18



 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月29日
定時株主総会

普通株式 77 3.0 平成27年４月30日 平成27年７月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月27日
定時株主総会

普通株式 90 3.5 平成28年４月30日 平成28年７月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年５月１日 至 平成28年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計

漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 8,983,950 1,765,245 10,749,196 9,598 10,758,794

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,983,950 1,765,245 10,749,196 9,598 10,758,794

セグメント利益 340,161 643 340,804 335 341,140
 

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械の製造・メンテナンス

等を含んでおります。

　　 ２ セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計

漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 10,985,452 2,200,729 13,186,182 28,916 13,215,098

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,985,452 2,200,729 13,186,182 28,916 13,215,098

セグメント利益又は損失(△) 755,777 106,411 862,188 △1,720 860,467
 

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械の製造・メンテナンス

等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年５月１日
至 平成28年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
至 平成29年１月31日)

   １株当たり四半期純利益金額 22円19銭 177円41銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 57,579 460,241

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

57,579 460,241

   普通株式の期中平均株式数(千株) 2,594 2,594
 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

 
２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年３月６日

日東製網株式会社

取締役会  御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   野   邊   義   郎   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   久   貝   陽   生   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   安   田      宏      印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東製網株式会

社の平成28年５月１日から平成29年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年11月１日から平成

29年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年５月１日から平成29年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東製網株式会社及び連結子会社の平成29年１月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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